
 
 

宇治市中小企業人材定着支援補助金募集要項 

 

         本要項の内容          

 

◆公募終了：２０２７年（令和９年）１月２９日（金）午後５時まで 

※予算の上限に達し次第、受付終了 

◆補助対象期間：補助金交付決定後～２０２７年（令和９年）２月２６日（金） 

 
 

 

 

 

※本補助金は、国の「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」を活用しています 

No. 内    容 ページ番号 

１ 趣旨 

１ページ 
２ 補助対象期間 

３ 補助対象者 

４ 補助条件 

５ 補助対象事業 
２ページ 

６ 補助対象経費  

７ 補助率及び補助上限  
３ページ 

８ 交付の申請等 

９ 事業終了報告 

４ページ 10 補助金の支払 

11 補助事業の変更及び取下げについて 

12 その他注意事項 ５ページ 

13 様式集 ６ページ 

【問合せ先】宇治市 産業観光部 産業振興課 

電話：0774-39-9621（平日 9:00～17:00） 

Ｅメール：sangyoushinkouka@city.uji.kyoto.jp 
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市内中小事業者の人材定着を支援するために、職場の魅力向上による従業員満足度

向上等を行う事業者に対し、「宇治市中小企業人材定着支援補助金」（以下「本補助

金」という）を交付します。 
 
 

 

交付決定を受けた日から２０２７年（令和９年）２月２６日（金）まで 

※公募期間：２０２７年（令和９年）１月２９日（金）まで 
 
 

 

次の要件を満たす者 

① 宇治市内に店舗、工場、事業所、本店所又は支店を有し、中小企業等経営強化

法（平成 11年法律第 18号）第２条第１項第１号から第５号に規定される中小

企業者等 

② 市税に滞納がない者 

③ みなし大企業でない者 

④ 代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員等が、宇治市暴力団排

除条例第２条第４号に規定する暴力団員等及び暴力団員と社会的に非難される

べき関係を有する者に該当せず、かつ、将来にわたっても該当しない者 

⑤ 上記④の暴力団員等が、経営に事実上参画していない者 

⑥ 政治団体でない者 

⑦ 宗教上の組織もしくは団体でない者 

なお、本補助金の趣旨・目的に照らして適当でないと市長が判断する事業者は、本

補助金の補助対象者から除きます。 
 
 

 

   対前年度（又は対前年）と比較し、従業員に対する給与総額を事業実施年度（又は

事業実施年）に１．５％以上増加させる方針を、補助対象者が従業員に対し、書面等

により表明すること。 

１．趣 旨 

２．補助対象期間 

３．補助対象者 

４．補助条件 
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補助対象者が実施する人材定着を促進する目的で実施する以下の事業。 

（１）職場の魅力向上や環境改善のための整備・設備導入に関する事業 

【例】社員食堂、休憩室、更衣室、トイレ等の整備や改修 

     就労環境改善に必要な空調、照明器具等の設置や改修 

     就労環境改善のためのシステムやＡＩ等の導入費 等 

（２）職場の環境改善に繋がるアドバイスやコンサルティングを専門家等を活用し 

実施する事業 

【例】職員向けアンケートや研修の実施及び改善提案 

     ＡＩ導入やＤＸ推進による職場改善の企画立案 

     就業規則の作成や見直し 等 

 

 

 

補助対象事業の実施に要する以下の経費が対象となります。 

（１） 職場の魅力向上や環境改善のために実施する機器設備等の導入、設置及び 

工事に要する経費 

（２）職場の環境改善に係るコンサルティングに要する経費 

 

【補助対象経費とならない例】 

  ◆交付決定前に発注・支払いを行った経費 

◆既存設備や機器の単なる修繕・修理に係る経費（魅力や機能向上を伴わないもの） 

  ◆食器等の消耗品費 

  ◆法令等で設置が義務付けられている安全整備の設置・購入費 

  ◆パソコンやタブレットなど目的外での使用が可能な汎用性の高い機器 

  ◆公租公課（消費税等） 

  ◆官公署に支払う手数料等（ガス・水道・電気の開栓等の申請手数料含む） 

  ◆振込手数料 

  ◆飲食・接待費 

  ◆個人に対する給付金、謝礼金その他これに類する個人給付的な経費 

  ◆事務所等の事業運営に要する経費（人件費、光熱水費等） 

  ◆補助対象者と資本関係がある事業者、補助対象者の代表者、役員、配偶者、 

若しくは２親等以内の親族が役員として属する事業者又は事業を営んでいない 

個人と契約したもの 

◆その他、補助金活用による人材定着に係る事業執行に際し必要と認められない 

 又はその他公的資金の使途として社会通念上不適切と認められる費用 

５．補助対象事業 

６．補助対象経費 
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（１）補助率：補助対象経費の２分の１以内 

（２）補助上限：２５０，０００円（１補助対象者、１事業、１回のみの申請に限る。） 

 

※いずれの場合も、交付決定後から２０２７年（令和９年）２月２６日(金)までに 

 発注・請求・支払いが、証拠書類等により確認できるものとします。 

 

 

 

（１）募集期間 

２０２７年（令和９年）１月２９日（金）まで 

   ※ 予算の上限に達し次第、受付終了 

 

（２）提出先 

郵送：〒６１１-８５０１宇治市宇治琵琶３３ 宇治市 産業振興課 

      中小企業人材定着支援補助金担当者 宛 

持参：宇治市宇治琵琶４５-１３ 宇治市産業会館３階 

    宇治市 産業振興課 事務室 

 

※ 郵送の場合は、２０２７年（令和９年）１月２９日（金）までの消印有効 

※ 持参の場合は、平日午前９時から午後５時まで 

 

【申請時に必要な書類】 

No. 書  類 個人 法人 

１ 宇治市中小企業人材定着支援事業費補助金交付申請書【様式第１号】 ○ ○ 

２ 宇治市中小企業人材定着支援事業費補助金実施計画書【様式第２号】 ○ ○ 

３ 従業員へ賃上げ方針を表明したことを証する書面【様式第３号】 ○ ○ 

４ 見積書の写し ○ ○ 

５ 市税の滞納がないことを証する書類（写し可）※発行日から３か月以内 ○ ○ 

６ 市内の事業所、事務所等の所在地が確認できる書類 ○ ○ 

   ※見積書の宛名は、申請者（事業代表者名）に限ります。 

  

７．補助率及び補助上限 

８．交付の申請等 
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本事業を完了したときは、その日から１か月を経過した日又は事業完了期限日 

２０２７年（令和９年）２月２６日（金）のいずれか早い日までに事業終了報告書 

を提出してください。 

 

【実績報告時に必要な提出書類】 

No. 書  類 個人 法人 

１ 宇治市中小企業人材定着支援事業費補助金事業終了報告書【様式第８号】 ○ ○ 

２ 宇治市中小企業人材定着支援事業費補助金事業成績報告書【様式第９号】 ○ ○ 

３ 納品書 又は 工事請負等の請書や契約書の写し ○ ○ 

４ 請求書の写し ○ ○ 

５ 領収書 又は 振込書の写し ○ ○ 

６ 

補助対象事業を実施したことを証する書類 

※整備・改修に関しては、整備改修前／後が分かる写真 

※機器導入に関しては、導入機器が設置されたことが分かる写真 

※コンサルティング等の委託に関しては、委託事業者から提出された 

提案書類等 

○ ○ 

   ※３～５に関しては、申請者名義での宛名、契約及び支払いが確認できるものに限ります。 

    申請者名以外での支払いや契約をされた場合は、補助対象経費としてみなすことは出来ま 

せんのでご注意ください。 

 

 

 

事業終了報告後に当該報告に係る書類の審査及び必要に応じて現地調査等の検査を

行い、補助金交付額の確定後、請求に基づき精算払いを行います。 

 

 

 

事業交付決定を受けた後、本事業の内容を変更（総事業費が３割以上減少）しよう

とする場合や中止しようとする場合は、事業計画変更承認申請書（様式第６号）又は

申請取下届出書により、事前に本市の承認を得なければなりません。 

 

 

９．事業終了報告 

１０．補助金の支払 

１１．補助事業の変更及び取下げについて 
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◆ 補助金の返還 

 本補助金の取得に関し不正が発覚した場合、補助金の返還を求めます。 

 

◆ 補助事業の経理 

 補助事業に係る経理について、帳簿や支出の根拠となる証拠書類については、事

業が完了した翌年度から起算して５年間（処分制限期間を経過しないものについて

は、処分制限期間を経過するまで）、管理・保存しなければなりません。 

 

◆ 事業実施後の効果検証に係る協力 

     事業実施後に、事業効果等についてアンケート調査やヒアリング等を行う場合 

    があります。その際は、ご協力いただきますよう、よろしくお願いします。 

 

１２．その他注意事項等 
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宇治市中小企業人材定着支援事業費補助金 様式集 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式 文書名 交付要項 

様式第１号 宇治市中小企業人材定着支援事業費補助金交付申請書 第６条 

様式第２号 宇治市中小企業人材定着支援事業費補助金事業計画 第６条 

様式第３号 従業員へ賃上げ方針を表明したことを証する書面 第６条 

様式第６号 宇治市中小企業人材定着支援事業費補助金事業計画変更承認申請書  第９条 

様式第８号 宇治市中小企業人材定着支援事業費補助金事業終了報告書 第 10条 

様式第９号 宇治市中小企業人材定着支援事業費補助金事業成績報告書 第 10条 

様式第 11号 宇治市中小企業人材定着支援事業費補助金交付請求書 第 12条 

 宇治市中小企業人材定着支援事業費補助金交付申請取下届出書 第８条 



 
 

様式第１号 

宇治市中小企業人材定着支援事業費補助金交付申請書 

 

年  月  日 

 

宇治市長 あて 

 

住 所 〒 

    

名 称 及 び  

代表者の氏名  

 

宇治市中小企業人材定着支援事業費補助金交付要項第６条の規定により、関係書類を添え

て、次のとおり補助金の交付を申請します。 

 

 

交付申請額   金      円 

 

 

誓約事項 

 宇治市中小企業人材定着支援事業費補助金の申請にあたって、次に掲げる事項を確認し、

同意・誓約します。 

① 本補助金の交付要項の規定を遵守し、申請した内容に変更が生じた場合は速やかに宇治

市長に報告し、宇治市長が指定する書類を提出します。 

② 必要に応じ、本市関係部署又は支援機関等と申請内容について情報共有することに同意

します。 

③ 本補助金交付要項に掲げる補助対象者であることに間違いありません。また、宇治市か

ら役員名簿等の提出を求められたときは速やかに提出し、本申請書及び役員名簿等が宇

治市から京都府警察本部に提供されることに同意します。 

 

住 所  

名 称 及 び  

代表者の氏名               ㊞ 

 

※個人事業主の場合は住民登録がある所在地を記載  



 
 

様式第２号 

宇治市中小企業人材定着支援事業費補助金事業計画 

 

名 称 及 び 

代表者の氏名 

 

 

 

１ 当事業により解決したい人材定着に係る現状の課題（具体的に） 

 

 

 

 

 

 

２ 課題解決に向けた事業の取組内容と期待する効果 

(1)実施項目  □ １. 職場の魅力向上のための機器設備等の購入、設置及び工事 

□ ２. 職場の環境改善に係るコンサルティング 

□ ３．その他（                          ） 

(2)具体的な 

取組内容 

 

(3)期待する 

効果・目標 

 

 

３ 事業実施期間 

開始予定年月日 年  月  日 完了予定年月日 
（※最終令和 9 年２月 26 までに完了するもの） 

年  月  日 

 

４ 取組に係る全体経費の内訳（注：税抜きで記載すること。） 

実施項

目番号 
取組内容 経費（円） 内訳(積算) 単価×数量 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

合計金額（円）  ＝ ① 

（実施項目番号は ２ 課題解決に向けた事業の取組内容と期待する効果 (1)実施項目にチェックを入れた番号

を記入してください。※ 項目が足りない場合は行を追加してください） 



 
 

 

５ 補助申請可能額の算定 

補助対象経費（①のうち対象外経費を除いた額） 円【②】 

②×1/2 円【③】 

補助上限額 ＝250,000円 250,000円【④】 

本件の補助金申請額＝ ③（千円未満切捨） 

または④のいずれか小さい方 
円 

（※申請書に記入ください） 

 

※ 交付申請額は補助対象経費×1/2（1,000 円未満切捨）。 

  



 
 

様式第３号 

 

従業員へ賃上げ方針を表明したことを証する書面 

 

 

年  月  日 

 

宇治市長 宛て 

 

 

 

住     所 〒 

名 称 及 び 

代表者の氏名                  

 

 

令和  年度（令和  年  月  日から令和  年  月  日までの当社事業年

度）（又は   年）〔注１・２〕において、従業員に対する給与総額（雇用者給与等支給額）を

令和  年度（又は   年）〔注３〕と比較して１．５％以上増加させる方針を従業員代表の     

○○○○○○○○○○○に説明し、賃上げ方針について従業員に対する表明を行いました。 

 

 

 

上記の賃上げ方針について、我々従業員は令和  年  月  日に        と

いう方法によって、代表者より表明を受けました。  

 

 

令和  年  月  日 

従業員代表                 

 

 

（記載上の注意） 

１．法人等は事業年度、個人事業主は暦年での賃上げ方針について記載してください。 

２．申請日を含む事業年度又はその翌事業年度における賃上げ方針について記載してくださ

い。 

３．賃上げ方針において、上記２と比較するのは、申請日を含む事業年度の直前の事業年度に

おける雇用者給与等支給額になります。 

  



 
 

様式第６号 

 

宇治市中小企業人材定着支援事業費補助金 

事業計画変更承認申請書 

 

年  月  日 

 

宇治市長 あて 

 

住 所 〒 

    

名 称 及 び  

代表者の氏名  

 

宇治市中小企業人材定着支援事業費補助金交付要項第９条の規定により、事業計画の変更を

したいので、次のとおり申請します。 

 

 

１ 申請及び交付決定年月日  申請     年  月  日 

     決定     年  月  日 

 

２ 変更内容及び理由 

 

  



 
 

様式第８号 

宇治市中小企業人材定着支援事業費補助金事業終了報告書 

 

年  月  日 

 

宇治市長 あて 

 

住 所 〒 

    

名 称 及 び  

代表者の氏名  

 

宇治市中小企業人材定着支援事業費補助金交付要項第10条の規定により、補助事業を完了し

たので関係書類を添えて報告します。 

 

 

１ 事業完了年月日      年  月  日 

 

２ 交 付 申 請 額  金         円 

  



 
 

様式第９号 

 

宇治市中小企業人材定着支援事業費補助金事業成績報告書 

 

年  月   日 

宇治市長    あて 

住所 〒 

名 称 及 び 

代表者の氏名 

 

１ 取組結果と効果 

(1)実施項目  □ １. 職場の魅力向上のための機器設備等の購入、設置及び工事 

□ ２. 職場の環境改善に係るコンサルティング 

□ ３．その他（                          ） 

(2)具体的な 

取組内容 

 

 

(3) 取組により 

得られた成果 

 

(4)今後の課題 

 

 

 

 

 

２ 事業実施期間 

開始年月日 年  月  日 完了年月日 年  月  日 

 

 

３ 取組みに係る全体経費の内訳（注：税抜きで記載すること。） 

取組内容 経費（円） 内訳(積算) 単価×数量 

   

   

   

   

   

合計金額（円）  ①  

 

 

 



 
 

 

４ 補助申請可能額の算定 

補助対象経費（①のうち対象外経費を除いた額） 円【②】 

②×1/2 円【③】 

交付決定済額  円【④】 

本件の補助金確定額＝ ③（千円未満切捨） 

または④のいずれか小さい方 
円 

 

５ 添付書類 

(1) 補助対象事業を実施したことを証する書類 

(2) 補助対象経費の支払額や支払い済額を証明する領収書等の書類 

(3) その他市長が必要と認める書類 

 

 

 

  



 
 

様式第11号 

宇治市中小企業人材定着支援事業費補助金交付請求書 

 

    年  月  日 

宇治市長 あて 

 

住 所 〒 

    

名 称 及 び  

代表者の氏名  

 

宇治市中小企業人材定着支援事業費補助金交付要項第 12 条の規定に基づき、次のとおり 

宇治市中小企業人材定着支援事業費補助金の交付を請求します。 

 

請求金額 

千 十 万 千 百 十 円 

￥    ０ ０ ０ 

 

金融機関名 本・支店名 金融機関コード 支店コード 

 

銀行・信用金庫

信用組合・農協 
 

本店 

支店 

出張所 

       

口座種別 
口座番号 

（右詰で記入） 

口座名義 

（カタカナで記入してください） 

１ 普通 

２ 当座 
        

※ 振込先の口座は、申請者ご本人名義の口座に限ります。 

 法人の場合は、当該法人の口座又は代表者ご本人名義の口座に限ります。 

 

発行責任者及び担当者   発行責任者 氏 名  

        連絡先  

      担当者  氏 名  

        連絡先  

 

  
＊発行責任者とは、代表取締役、又は支店長や営業所長等の社内において権限の委任を受けた

役員職とします。 

＊担当者とは、本取引に関する事務を担当する者とします。 

＊発行責任者及び担当者は同一人物でも可です。 



 
 

宇治市中小企業人材定着支援事業費補助金交付申請取下届出書 

 

年  月  日 

 

宇治市長 あて 

 

住 所 〒 

    

名 称 及 び  

代表者の氏名  

 

宇治市中小企業人材定着支援事業費補助金交付要項第８条の規定により、次のとおり交付申

請を取り下げます。 

 

 

１ 申請及び交付決定年月日  申請     年  月  日 

     決定     年  月  日 

 

２ 取下理由 

 

 


